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所長の言いたい放題：環境問題なんでもあり

ゴンドワナ地質環境の目的と言いたい放題
ゴンドワナ地質環境研究所の研究目的は正式には研究所欽定に記述されたように、ゴンドワナランド地域（南極、アフリカ、南米、大洋州、南～東南アジア）の地学の進展と同地域の地学研究環境に資することが目的とされている。つまり、ゴンドワナランド地域とゴンドワナ諸国に関係する地質、自然環境と地学関連の社会行政、教育、研究環境の解明と、それらをよりよい状態にすることが目的となっている。従って、その他の諸環境、とりわけ社会環境は研究所の活動目的ではない。

そこで、社会の諸環境への言いたい放題は、研究所のホームページの一隅を個人的に借りるという形である。なお、これに対して読者がご自身の意見を発表したいときは、原則としてそれぞれ適当な場でお願いしたい。当ホームページでご意見を言いたいという向きにはご連絡頂き、適当と思われるときは本ページでコラムとして紹介するか、リンクをはるなどの方向を検討したい。                                

(2010.4.17 吉田勝)

自然環境とその保全

自然環境保全？　自然環境保全とは一体なんだろうか。自然環境にもいろいろ有り、例えばダイヤモンドのできる環境は還元的で炭素が余剰にあり、地下150ｋｍ上部マントルというような物理化学環境が必要である。また大昔、４０億年前の地球上には海に水はなく、大気に酸素もなく、地球全体が灼熱のマグマに覆われた自然環境だった。そんなわけで「自然環境保全」と私達が言うときは、普通は「人類の生存に適した環境の保全という人類エゴに徹した意味を持っている。しかも一般には、「現在の人類の生存に快適な気候を変えないようにする」と受け止められている。私達はしかし、地球の自然環境というものは着実に変化しているということを認識し、それは決して人類のために変化しているものでないし、変化を止めようとすることは自然に逆らって自然を破壊しようとするものだということを理解しなければならない。

しかし、そもそも自然の変化を止めることなどは人間にはできないのである。現在我々は間氷期の中の最も温かい時期にいるが、現在はもうその温暖期がいつ終わってもおかしくない時期でもある。過去4回の氷期は現在より地球平均気温は６～８℃ほど低かったが、そのようなときにこの人類がどのような自然環境“保全”をしようとするか考えてみると興味深いものがある。この問題はまたあとで議論しよう。

(2010.4.17)

地球温暖化対策と炭酸ガス削減努力：地質学的に地球の温暖化と寒冷化の繰り返しを見れば、地球寒冷化が迫っていることは明白である。また、21世紀の炭酸ガス増加による地球温暖化説は、最近のディジタルデータを重視し、また気象学的データと考察を重視する一方、地質学的、古気候・古環境データを軽視した結果出てきたものであり、その正しさには大きな疑問がある。それにもかかわらず現在の国際社会は温暖化対策に多大な予算を使いつつある一方、近い将来に間違いなく人類が迎える地球寒冷化対策が放置されている。（丸山，2008）
2014.7.29
地球にやさしい？　日本には「地球にやさしい」という言葉が氾濫している。しかし現在使われているその言葉は、「人類の生存に適した現在の自然環境を変えたくない」という願望と同じである。地球は生まれてから46億年間、地球自身の進化と宇宙からの干渉によっていろいろな環境変化を経験してきた。人類が地球上にあらわれたこの数百万年の間にも氷河期もあれば、現在よりもずっと温かい時期もあった。つい200年前頃までは数百年間にわたって小氷期とよばれる寒い気候が地球を覆った時期であった。私には「地球にやさしい」とは、こういう激しい地球環境の自然変動を人類にとって有害だから起こさせないようにしようということのように聞こえる。しかしそんなことは全く不可能であるし、地球にやさしい考え方ではない。人類は自然環境の変動を受け入れ、その中でうまく生きていくしかないのである。それが地球にやさしく、持続可能な、人類にやさしいやりかたである。

(2010.4.17)

環境対策？　現在の日本社会ではどこにいっても「エコ」という言葉に出会い、あるいは押し付けられる。「エコロジー」とは「環境学」「環境」の邦訳があるが、一般には人間の生息環境を守る意味を持たせた使い方をしているのであろう。しかし「エコ」を標榜した世の中の動きには全く意味のないものや、逆の効果を持っているものが少なくない。武田邦彦はそのようなごく一般的な例を数十示しており、どの例も社会のいうエコ対策を信じてきた一般市民にはなんともショッキングなことばかりであろう。彼はまずゴミの分別収集やリサイクルがいかにナンセンスであるかを強調しており、読んでみるとなるほどそうだったのかと納得してしまう。そんなことが世界でいくらでも行なわれているのだろう。

しかし私にはまず一つ、日本社会のエコ運動に疑問を投げかけたい。

それはトヨタのプリウスで代表される“エコカー”だ。現在これが世界でトップクラスの売上となっており、日本の新車販売市場を支えているそうだ。しかし、プリウスを作るエネルギーは石油ではないか、また、電気を作るに加えて、古い車を廃棄するにも大きなエネルギーが必要だ。社会が次々とものを捨てて新しい製品を買うこと自体が、エコロジーとエコノミーにとって最大の敵なのではないだろうか。プリウス騒動はもの捨て社会の象徴とも言えるだろう。

私に言わせれば、新しい車1台を作り、かつ、古い車1台を処分するには、古い車をなんとか修理してン10年使って行くのに比べて、ン十倍の反エコではないだろうか。同じ趣旨で現在の日本のテレビ地デジ化も、あるいはエコ家電、エコ住宅への買い替えも結局は最大の反エコではないだろうか。つまりは日本の社会、政治は一体となって反エコに邁進していると言うわけだ。

日本の政治・社会環境

社会の諸問題についての地質学的思考　地質学の特徴は通常の自然現象の科学と同様であり、野外データを収集・解析し、帰納的に複雑な自然現象の成立過程を推定するということで、その過程においては、時間軸を考慮することと、総合的であることが特徴である。このような地質学的思考方法は、社会の諸問題を考察するうえで大変に重要であると考える。

2014年7月に富山大学名誉教授で私の尊敬する先輩でもある相馬恒雄氏の「地質学的志向方法を社会に適用した成功例」の寄稿依頼に応えた小文を別紙（リンク）に記録した。ご興味の向きはご笑覧下さい。


日本の少子化対策：日本の少子化対策や経済の現状について札幌在住の野田四郎氏の意見発表があるMLグループでありました。4項目についてのご意見でしたが、そのうち最初の3項目については私も同感で、いつかはこのページに書こうと思っておりました。その内容は最近私が日本地質学会NEWS誌に批評を書いた丸山茂徳著「地球温暖化に騙されるな！」の中の主張とも全く整合的でした。野田氏のご了解を得て下に同氏のご意見を収録します。なお、本文には１）から４）までありましたが、４）は日本の環境問題とは直接関係がないので割愛しました。

少子高齢化について　野田四郎（札幌市）

　　最近気になっていることが幾つかあります。

1）先ず第一は「少子高齢化」をなんとかしなければ、日本の活力が失われると言う論調が、自民党政府のときにも、また新しい民主党政府でも言われていることです。しかしこれは本当なのでしょうか。人間は生態系の頂点にいる生物です。その数が増えると言うことは、それを養っている下位の生物の数が増えなければなりません。簡単に要約すれば、ヒト→肉食動物→草食動物→植物・・という食物連鎖の段階は、一段ごとに約十倍必要になります。その食物連鎖の頂点にいるヒトの数が増えると言うことは、それを支える他の生物の数が膨大にならなければならないと言うことです。限りある地球の上で、そんな膨大な数の生物を養い続けることは不可能です。むしろ「少子高齢化」を、積極的に進めることが、社会を安定に保てることだと思います。とりあえず30年我慢すれば、少子化がいくらか進んで人口は確実に減ります。現在の日本の人口は、すでに一億三千万近くです。これを四分の一に減らすことが出来れば、江戸時代の人口になりますが、何とか国内生産だけで自給自足できます。最近では肉体労働をする必要性が減りましたから、高齢者が増えても雇用は何とか維持できるでしょう。もちろん30年で一気に四分の一に減らせるわけではありません。

2）上と同じ論法ですが、経済は発展しなければならないのでしょうか。自然のどの生物界を見ても、人間社会のように個体数を増やし、経済発展をしているものは皆無です。経済発展をするためには、物を生産し、それを流通させて利用しなければなりません。地球上にそんな資源の余裕はありません。

3）エネルギーの利用を極端に減らさなければなりません。化石燃料は有限です。原子力もその源のウランは有限ですし、僅か数十年で使い終わったときにできる「放射性廃棄物」を、数万年も人間社会から隔離しておかなければならないと言うのは、全く極端な「自転車操業」です。そんなことが何時までも続けられるわけがありません。太陽光発電も、太陽電池を作るためのレア・メタルが有限であることは自明ですし、ハイブリッド・カーにしても、結局は焼け石に水でしかありません。結局持続できる人間社会が使うことの出来るエネルギーは、太陽から放射され、地球に届くエネルギーの範囲以上にはなりえないのです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2010年8月31日

政権交代？　自民党から民主党への政権交代：2009年10月の衆議院選挙で自民党が大敗、民主党が大勝し、ン十年ぶりに本格的な政権交代となった。当初は一寸風穴が開いたようだったが、たちまち指導層の経理問題やら官房機密費の非公開などがあり、国民の期待はたちまちしぼんでしまったようだ。さらに大見得を切って始めたむだ予算がたったのン％、引続いて新年度の国家予算ン兆円に、最大の国債発行と来た。少なくとも予算規模、国債発行高とも前年比数十％削減とし、国民にも生活費の数十％削減と耐乏生活を呼びかけるなどがあれば、なるほど自民党政権は間違っていたと国民も実感しただろう。国民総生産や行政サービスの半減を目指すなど、国家方針転換の大手術は、国民が政権交代を感じているうちだったらばできただろうに、もはやなにをかいわんやである。

そもそもがこの民主党のボスは自民－民主を通じて最強の金権体質を引き継いできた小沢一郎、祭り上げられた首相は気の遠くなるような大金持ちボンボンの鳩山由紀夫、中身も本質も推して知るべしといったところだったのだ。

(2010.4.17)

管新内閣はどうか？　2010年6月に鳩山首相の退陣を受けて管内閣が発足した。まずは小沢・鳩山政権よりは良さそうである。実は管直人さんは私の高校の同窓後輩であり、応援したい気持ちは山々ではある。しかしこれは日本の現在と将来に関わる大問題であり、同窓だ後輩だなどと言ってはいれないだろう。それでも多少の私情を交えていうならば、今年の参議院議員選挙では大敗したが、これは浮気っぽく、真実実のない世論を気にして早期解散をしたためという側面もあろう。まずはじっくりと数年間は、管さんの実力のほどを見てみたいと言っておこうか。

(2010.4.17)

公共予算の無駄遣いは無くなる？　日本の官公庁での予算の無駄使いは先進国では随一ではないだろうか。これはとりわけ役人の天下りと、それに伴う随意契約や退職後の天下り先での高給処遇による関係者一同への甘い汁の振りまきに関係しているところが大きいようだ。

官公庁で予算の無駄遣いが判明したら、すぐに責任者と関係者を明確にし、厳正な処分をすべきである。とりわけ、無駄に使われた予算の弁済を責任者にさせるなどの方向が大事だろう。しかし日本の官公庁では従来このてんが全くなっておらず、マスコミの追求もなく、このため無駄な予算を作った責任者たちはのうのうとしてまた翌年も同じことを繰り返す。勘ぐるに、当人たちは無意識で無駄予算を作っているのではない場合が少なくないだろう。多かれ少なかれ、あるいは彼や彼女に過去であれ将来であれ、必ず見返りがあったか、あるからに違いない。無駄な予算というとまだ聞こえがいいが、実は私腹を肥やすために計画的に行なわれている国民の税金の窃盗である。これが全ての省庁で毎年営々と行なわれているのだから国は借金まみれになり、その借金はうなぎのぼりというわけだ。追求できないマスコミの責任も大きいと言わざるを得ない。

(2010.4.17)

３１１原発事故：福島原発の設置場所の適否、設備建物の設計における耐震、対津波対策において、地質学的考察を欠如したことが大事故発生の原因となった。地質学的に検討すれば、日本列島は原発の設置場所として明らかに不適当である。さらに、プレート沈み込み帯に直面する東北日本太平洋沿岸は巨大地震と大津波の危機に晒されている。しかも、耐震・対津波設計にあたって長い地質時間にわたる大地震と大津波の歴史を無視し、また、それらの大きさを過少評価した。以上は工学的見地だけに頼って、総合的・地質学的考察方法の重要性の理解に乏しい日本社会の過ちである。
2014.7.29

原発再稼働：上記311原発事故で記述のように、そもそも日本は原発の設置適地ではないので再稼働は勿論考えられない。しかし原子力規制委員会は一定の基準を設けて、それをクリアすれば原則的には再稼働ＯＫとしている。しかし、その基準は工学的見地にかたより、地質学的見地に乏しいものである。地質学的見地と一般に受け止められる「ネオテク断層の有無が地震災害の有無を支配する」というような考えは、真の地質学的見地からは、不十分で誤りですらある。真の地質学的見地からは、（１）有無の断定は非常に困難である、（２）断層がなくても、いつでもどこでも断層は発生するからこそ“ネオテク断層”が存在する、（３）断層の有無に関わらず、巨大地震動を被る可能性が高いといえるのである。さらに日本社会では、巨大地震時の津波の大きさについて、高々数千年程度の記録に読み取れる津波記録の最大値を、将来起こり得る最大の津波と想定するが、地質学的思考からは、過去数十万年～数百万年の地質学的証拠に見られる最大の津波の大きさを、将来起こり得る大津波の最小値と考えるのである。
総合的に長期的に考えれば、日本で原発再稼働を行えば、日本社会が破滅的な災害を蒙る可能性がかなり高いということになろう。このような再稼働を許可しようとしている原子力規制委員会を構成した日本社会は地質学的見地を欠いていると言えよう。まして過去に日本のでたらめな原発政策を推進してきて３１１原発事故で追訴されるべき人物達を追訴せず、逆に再びその種の人物で規制委員会を構成するなど、日本社会と政府は総合的、論理的見地の欠如もはなはだしいといえる。
2014.7.29
核廃棄物地下埋設案：上記失敗例１で日本列島は原発設置の非適地であると指摘した。つまりいつでもどこでも地震時に断層が新しく発生し得るのである。また、列島を構成する地層・岩石は大部分が2億年前以後に形成したもので新しく、しかもその後は継続して現在までプレート境界の巨大な造山運動を受け続けており、どこも断層・割れ目だらけである。藤田（1982）の言うように、このような日本列島は、どこでも砂山のようなものである。これらの断層や割れ目は地震時には多少ともずれやすく、いわばネオテク断層となるのである。このような日本列島は、数十億年前に地球表層に出現して以来今日まで全く平穏であった大陸地域の“安定地塊”とは全く比較にならず不安定なのである。そのような日本列島のどのような場所であれ、いかに“堅固な構造物”を作ろうともいずれは破壊される運命が待っているのである。地下埋設は原発の設置・再稼働と同様に日本を破滅させるものである。

(藤田和夫，1982，日本列島砂山論，小学館)

2014.7.20

日本の交通環境

日本の交通関係料金は高い：日本の鉄道料金、国内航空運賃、有料道路料金などいずれもひどく高額である。多分他の先進国の料金にくらべてもだんとつではないかと思われる。庶民はそれでも仕方なしに利用させられている。だいたい、一旦急行ができるとどん行はがくんと不便になる。新幹線ができると従来線で東京から大阪に行くのは全く不便になった。私には鉄道の急行料金がなぜ必要なのかもよくわからないし、有料道路も米国のようになぜ、一定の期間で建設費がぺいしたらばフリーウエイにできないのかも不思議である。どこかでだれか、とりわけ、関係の高級官僚や政治家が懐を肥やしているに違いないと思うのは勘ぐり過ぎだろうか。

(2010.8.30)

的外れの交通取り締まり：車を運転している庶民からみて、交通警察の取り締まりはなんとも的外れなところがある。取り締まりは交通事故の撲滅を目指すものだろうが、どうもそうなってはいないように思えるのである。第一はスピード違反だが、しかし、そもそも道路の速度制限というものがナンセンスである。日本国中、大半の道路を走っている車は殆ど皆がスピード違反をしているではないか。

そもそも運転者は皆、厳しい運転免許試験を合格しているのであるから、危険なスピードは出さないはずである。従って相当数の道路の「速度制限」表示は「基準速度」表示として運転者は自分の技術と交通状況や車の性能を考慮して自由なスピードで運転するのが本来であろう。たとえば東名阪道路は速度制限６０ｋｍとなっているが、交通取締り区間以外では大部分の車は１００ｋｍ前後で走行しているし、少なくない車は120kmかそれ以上で普通に走行している。全国他の類似の道路はみなそういう状況である。交通警察の速度制限や指導は殆ど全ての運転者に馬鹿にされるだけであり、殆どすべての運転者には交通法規無視の精神が培われており、交通警察は税金の無駄使いをしていると見られてしまうのである。

(2010.8.30)

優先すべき交通取締り（１）行き過ぎの酔っ払い運転取り締まり：最近は警察、メディアとも、酒気帯び運転の取り締まりを喧伝しており、世間一般でももはや運転の前夜でも一寸でも飲ませない雰囲気になってきた。さらに最近では従来の酒気帯び運転基準であった0.15mlも取り払われたようである。これはちょっとやりすぎである。酔っ払い運転は大いに取り締まるべきであるが、微量の酒気帯び運転もだめとなると、毎日の晩酌もできなくなり、少なくない運転者はストレスがたまり、それが翌日の運転に影響しないとは言い切れない。0.15ml以下でも酒気帯び運転というのは国際的に見てどんなものだろうか。その程度の酒気帯び運転と、1日、2日と徹夜してからの運転とどっちが危険だろうか。あるいはなんらかの病気にかかっている場合や、仕事や家庭でストレスが溜まっている場合でも微量の酒気帯び運転よりも危険な状態は多々あるだろう。昼食や夕食のコップ一杯のビールやお猪口一杯のお酒を飲むのは庶民の精神の健康維持に大きく関係していると私は思っている。従って、取り締まる側は、法規を整備し直し、酒気帯び運転の定義を明確にしたうえで、たとえばビールならばコップ一杯以下は可能であるなどと周知する方向を持つべきである。

(2010.8.30)

優先すべき交通取締り（２）車間距離：昔から交通取締りで車間距離は対象に殆どなっていないようであるが、これこそ最も意図的な危険運転であり、速度違反などよりも第一に取り締まるべきものである。わたしはよく大阪－豊科や大阪－東京の高速道路を運転するが、まず90％以上の運転者は車間距離が１００ｋｍ走行のときで２０－３０ｍ、極端な人は数メーターであるが、これでも稀ではないのである。車間距離こそ、運転者の素養、性格による意図的なものであり、また、事故に直結するので、厳しく頻繁に、あらゆるところで取り締まり、重複違反者は度重なるごとに罪を重くし、例えば3度の違反は免許停止、5度の違反は免許資格剥奪などとして周知すれば、日本の違反者も無くなる方向に向かうだろう。

(2010.8.30)

優先すべき交通取締り（３）ヘッドライト：米国ではよく、「ライトは見るためでなく、見てもらうため」と教えられるという。しかし日本では薄暗くなってもライトをつけず、或いはトンネルの出口近くになるとヘッドライトを消してしまう運転者が少なくないし、少し明るいトンネルでは敢えてライトをつけないままの車も多い。しかしこれも大変に危険で交通事故に直結する。

この取締りは車間距離取締りに比べてかなり容易であろう。私はこのヘッドライト取り締まりは、運転者の他車への配慮志向を深めることになるので、大変に重要だと思っている。これはヘッドライトをつけるのも消すのも、速度違反と比較して明確に意図的だからである。）

(2010.8.30)

優先すべき交通取締り（４）方向指示器：最近は方向指示器を出さない、あるいは曲がる直前にしか出さない運転者が大変に多くなってきた。このような運転は交差点において対向車や後続車に対して誤解を起こさせ、大変に危険である。この方向指示器の取り締まりは、運転者の他車への配慮志向を深めることになるので、上記（３）と同様に大変に重要だと思っている。このことの取締りにより、運転者が他車へやさしい配慮を心がけるようになるであろう。交通取り締まりとは本来そのような運転者の配慮を高めるためであるべきである。　（2014.9.15）

日本の保健・医療環境

小中学校での保健・医学教育を：日本では医療費予算が大きすぎるとか、どんどんと増えているとか言われている。これは医療費や薬代それ自体の仕組みや価格に問題があるところもあろうが、このてんについて私は調査していないのでここでは触れない。しかし、たしかなことは、病院にいく人が多いことが一つの原因であり、そのために医師不足も指適されている。

私は病院に行く人が多いのは日本の保健・医学教育の貧困さを反映していると感じている。健康をどのようにして保つか、体がおかしいときにどのように対処すべきか、家庭でどこまで、どのように対処できるのか、等など、家庭で、小学校から中学校にかけて十分に教育すべきである。例えば殺菌とはどういうことか、具体的にどうすれば効果的にできるか、など、その理屈とともに子供たちは興味をもって学ぶことができる筈である。このような身近な現象を科学的に教えることは子供の勉学への興味を興すことにも繋がるだろう。国民の保健への無理解が医者の多量の投薬や、あるいは多様なサプリメントの氾濫を容易にしているのだろう。

(2010.8.30)

国民の健康診断：私は今年で72歳であり、毎年健康診断の案内が届く。この検診はとりわけ血液検査が効果的と思えるが、残念ながら日本では個人個人について数値変化の追跡をせず、国民一様にある基準値を越すと、突然に「貴方は病気です」と言われることになっている。ITが発達した今日、検査結果をコンピュータに取り込み、個人個人について各種の測定値の変化傾向から、自動的にその個人の健康状態がどのように変化しつつあるかを示し、本当に病気になるずっと前から当人に注意を促して生活状態の変更を勧告するというのが、健康診断の最も効果的であるべき姿と私は思う。そのようなシステムが機能し始めるまでの間は、国民は自分でグラフを書いて自分で判断をするしかないであろう。しかし、少なくとも、どのような項目をどのようにグラフ化してどのように注目していくかを国民に教育するのは、保健所や医者の大事な役目ではないだろうか。

(2010.8.30)

がん検診の問題：岡田正彦氏による「がん検診の大罪」が上伸され、地学団体研究会機関誌「そくほう」658号（2010.8.1)で紹介された。この問題について考える参考になると思えるので、後藤仁敏氏による書評を下に紹介する。

(2010.8.30)

******************************************************************************

がん検診の大罪
岡田正彦著・新潮選書四六判変形252頁
本体1200円1SBN1978-4-10-603613-2, 2008年フ月25日発行
日本人の死因の第一位は悪性新生物すなわち癌で、毎年約30万人が癌で死んでいる。癌は、がん検診による早期発見」「早期治療」がよいと言われている。しかし、著者は予防医学の立場から、がん検診は受けると危険であり、「早期発見、早期治療」は大間違いだと主張している。
著者は、まず第１章「統計データに騙されるな」で、統計学の原則をあげ、そのうち、背景要因が揃えられていること、単に昔と比べただけではないこと、時間を追って調査が行われていることが重要だと述べている。本書は、この原則に基づいて最新医学情報を検証しようというものである。
第2章「根拠がなかったメタボ検診」では、最近導入されたメタボ検診は、欧米の学会から本当に症候群といえるのか、新たな病気を作って何かよいことはあるのか、無駄に病人を増やしているだけとの批判が出ている。過剰な医療で得をする業界に踊らされているだけ、と批判している。
第3章「薬を飲んでも寿命はのびない」では、高血圧の人の血圧を下げても寿命はのびない、糖尿病の治療には薬より生活改善の方が大きな効果があると言う。
第4章「がん検診の大罪」は本書の主題で、日本人のがんの3.2%が放射線検査に原因があるとし、放射線によるがん検診の危険性を指摘している。抗癌剤は大なり小なり発がん性があること、手術をしてもしなくても寿命には関係ないと言う。
第5章「医療への過大な期待」では、必要のない検査、必要のない治療、必要のない薬が、国民の健康を脅かし、製薬会社や医療器メーカーを儲けさせていると述べている。著者は、果たして医師不足なのかどうか、むしろ医師が多すぎて無駄な医療が行われてきたのではないかと、告発している。
最後の、エピローグ「治療から予防へ」では、私たちが自分の健康を守るには、医療に頼らず、適度な運動、一日7時問の睡眠、バランスのとれた食事、とくに野莱と果物を食べることが大切だと指摘している。健康を破壊するものとして、タバコをあげ、タバコで毎年6万人の人命が失われていると述べている。
がんに関する間違った常識を破棄し、私たち自身の健康をまもるために、多くの方々に読んでほしい本である。　　　

(神奈川支部　後藤仁敏)






